
 

 

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣により、町の財政状況と公営企業の経営状況を

判断するために算定しました平成 22 年度決算に基づく＜粕屋町の健全化判断比率＞は下表のと

おりです。 

◆ 健全化判断比率 

指   標 平成 22 年度 平成 21 年度 増 減 
早期健全化

基   準 

財政再生 

基  準 

実 質 赤 字 比 率 

 

― 

(△ 6.68％) 

 

― 

(△ 8.10％) 

 

― 

( 1.42％) 

 13.75％ 20.0％ 

連結実質赤字比率 

 

―  

(△19.94％) 

 

―  

(△24.47％) 

 

―  

( 4.53％) 

 18.75％ 30.0％ 

 

実 質 公 債 費 比 率 

 

 18.0％  17.4％  0.6％  25.0％ 35.0％ 

 

将 来 負 担 比 率 

 

  

90.4％ 

  

121.1％ 

 

△30.7％ 

 

350.0％ 

 

   

 

・実質赤字比率 ・・・・・ 一般会計等（一般会計、住宅新築資金特別会計）の収支が黒字だったのか赤

字だったのかを判断する指標です。粕屋町は黒字のため、「－」で表示してい

ます。 参考として黒字の比率を（△）で示しました。 

・連結実質赤字比率 ・・ 一般会計等、特別会計、企業会計全ての会計を合算して町全体の収支が黒

字だったのか赤字だったのかを判断する指標です。粕屋町は黒字のため、

「－」で表示しています。 参考として黒字の比率を（△）で示しました。 

・実質公債費比率 ・・・・ 町（一般会計等、公営企業会計、一部事務組合）が支払う公債費（借入金）の

年間返済額（粕屋町が負担した額）が、町の年間収入に対しての財政負担の

割合を示す指標です。 

・将来負担比率 ・・・・・ 町が将来的に負担しなければならない負債の財政負担の割合を示す指標で

す。 

 

平成２２年度の 

財政の健全化判断比率を公表します 



◆資金不足比率 

  粕屋町の公営企業（下記の上下水道事業が該当します。）の資金不足額が、事業規模に対し

てどの程度の割合であるかを表す指標です。 

 

公営企業会計の名称 平成 22 年度 平成 21 年度 増 減 経営健全化基準 

上 水 道 事 業 
― 

(△12.8％) 

― 

(△12.6％) 

― 

(△ 0.2％) 
20.0％ 

流域関連公共下水道事業 
― 

(△ 2.1％) 

― 

(△ 3.4％) 

― 

(  1.3％) 

資金不足がないため、「－」で表示しています。 参考として資本余剰の比率を（△）で示しました。 

 

 

 

 

 

  

 

                                   ■お問い合わせ 

                                       粕屋町 経営政策課 財政係           

                                          電話（直通）９３８－０１７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

                                 ◆お問い合わせ 

                                   粕屋町役場 経営政策課 財政係 

                                    電話（直通）０９２－９３８－０１７５ 

 

 

↓ 次ページに財政用語の説明を掲載しています 

 

 

平成 22 年度は、すべての比率が早期健全化基準および経営健全化基準を下回り、

財政の健全化が確保できています。 

しかしながら、社会資本整備（公共下水道等の生活基盤整備）に係る債務返済のピ

ークを迎え、「実質公債費比率」が 18.0％になり、新たな地方債の発行に対し許可が

必要（18.0％以上の場合）となりました。 

今後とも新規発行債を抑え、繰上償還を進め公債費の抑制に取り組む等、より一層

の財政の健全化に努めます。 

 

一方、将来負担比率は地方債の現在高が減少したため大幅に良くなっています。 

将来負担比率とは、現時点で想定される将来の負担が、標準財政規模（１年分）の何

倍あるのかを指標化しているものです。 

 家計に例えると、給与収入の何年分の借金があるのか、というものになります。 

この比率が高いと、将来的に財政が圧迫される可能性が高くなります。 

 この指標は、他の３つの指標と違って財政再生基準（レッドカードの基準）はありませ

んが、この指標に係る早期健全化基準（イエローカードの基準）は、都道府県・政令市

では４００％、市町村では３５０％となっています。 



財政用語の説明 

 

用  語 見          方 算   式 

実質赤字 

比   率 

一般会計等（一般会計及び住宅新築資金等貸付金事業

会計の合計）の歳入決算総額から歳出決算総額を差し引

いた歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控

除した額の標準財政規模に対する割合。 

一般会計等の実質赤

字額／標準財政規模 

連結実質 

赤字比率 

連結実質赤字額：一般会計等、国民健康保険会計、老

人保健会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計の実質

赤字の合計額に、公営企業会計（上水道、下水道）の資金

不足額を合計した額。 

連結実質赤字額／標

準財政規模 

実 質 公 債 費

比  率 

一般会計等の公債費、公営企業会計の公債費に一部事

務組合（須恵町外二ケ町清掃施設組合、粕屋南部消防組

合、北筑昇華苑組合、福岡地区水道企業団）が支払う公債

費のうち粕屋町が負担した額を加えた額に対する財政負担

の割合を示す比率。 

 

将来負担 

比   率 

一般会計等、公営企業会計の地方債現在高及び一部事

務組合の地方債の元金償還額に充てる町の負担額、債務

負担行為に基づく支出予定額、退職手当支給予定額、土

地開発公社の負債額など将来における財政負担の割合を

示す比率。 

 

資金不足 

比   率 

公営企業会計の資金不足額がある場合の、町の財政負

担を示す比率。 

資金の不足額／事業

の規模 

標準財政 

規   模 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入される経常的

一般財源の規模を示すもので、地方交付税法で定める方

法により算定した収入見込額に普通交付税と臨時財政対

策債発行可能額を加算した額。 

 

早 期 健 全 化 

基  準 

財政の早期健全化を図るための基準として政令で定めら

れた数値で、①から④の指標のいずれかが基準以上である

場合は、財政の悪化した要因を分析し自主的な改善努力

による早期の財政健全化計画を作成しなければならない。 

 

財政再生 

基   準 

指標①②③のいずれかが基準以上である場合は、財政

が著しく悪化した要因を分析し、財政再生計画を作成し総

務大臣の同意を得なければならない。また、総務大臣は当

該団体に対して予算の変更や、財政再生計画の変更その

他必要な措置を勧告することが出来る。 

 

経 営 健 全 化 

基  準 

公営企業の経営の健全化の基準として政令で定められ

た数値で、資金不足比率が基準以上である場合は、経営

健全化計画を定めなければならない。 

 

 


